
九十九里ホームヘルパーステーション訪問型サービス運営規程 

 

第１章 事業の目的及び運営の方針 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人九十九里ホームが開設する九十九里ホームヘルパーステーシ

ョン（以下「事業所」という）が行う指定訪問介護事業（以下「事業」という）の適

正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所

の管理者や介護福祉士または訪問介護員研修の修了者（以下「訪問介護員

等」という）が、要介護状態にある高齢者に対し、適正な訪問介護を提供する

ことを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 事業所の訪問介護員等は、要介護者等の心身の特性を踏まえて、その有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排泄、食事の介

護その他の生活全般にわたる援助を行う。 

２ 事業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスとの

緊密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

 

（事業所の名称） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

１ 名 称   九十九里ホームヘルパーステーション 

２ 所在地   千葉県匝瑳市飯倉９７－１ 

 

第２章 職員の職種、員数及び職務の内容 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

事業所に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

１ 管理者         １名 

事業所の従業者の管理、業務の実施状況の把握、その他の管理を一元的に 

行う。 

２ サービス提供責任者 2名（常勤） 

     サービス提供責任者は、事業所に対する指定訪問介護の利用の申し込みに

係 

る調整、訪問介護員等に対する技術指導、訪問介護計画の作成等を行う。 

３ 訪問介護員等      常勤換算２．５名以上 

訪問介護員等は、指定訪問介護の提供にあたる。 



４ 事務職員        １名（常勤兼務） 

   必要な事務を行う。 

第３章  営業日及び営業時間 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

１ 営業日  月曜日から日曜日までとする。ただし、１月１日から１月３日までを除

く。 

２ 営業時間 午前 8時 00分から午後 5時 00分 

３ サービス提供時間 午前 8時 00分から午後 6時 30分 

４ 電話等による連絡可能時間 午前 8時 00分から午後 5時 00分 

 

第４章 訪問介護事業の内容及び利用料等 

（訪問介護事業の内容） 

第６条 指定訪問介護の内容は次のとおりとし、指定訪問介護を提供した場合の利用 

料の額は、厚生労働大臣の定める基準によるものとし、当該指定訪問介護が

法定代理受領サービスであるときは、介護保険負担割合証に定める割合の額

とする。 

１ 身体介護 

２ 生活援助 

３ 通院等乗降介助 

２ 次条の通常の事業の実施地域を超えて行う指定訪問介護に要した交通費は、そ

の実費を徴収する。なお、自動車を使用した場合の交通費は、次の額を徴収す

る。 

  １ 事業所から概ね２０ｋｍ未満     ５００円 

  ２ 事業所から概ね２０ｋｍ以上  １ｋｍ超えるごとに５０円加算 

３ 前項の費用の支払を受ける場合には、利用者または家族に対して事前に文書で

説明をした上で、支払に同意する旨の文書に記名押印を受けることとする。 

 

第５章 通常の事業の実施地域 

（通常の事業の実施地域） 

第７条 通常の事業の実施地域は、匝瑳市、香取市（旧山田町・旧小見川町）、山武

郡横芝光町、香取郡多古町、旭市（旧干潟町）の区域とする。 

 

第６章 緊急時における対応方法 

（緊急時における対応方法） 

第８条 訪問介護員等は、訪問介護を実施中に、利用者の病状に急変、その他緊急



事態が生じた時は、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、

管理者に報告しなければならない。 

 

 

第７章 その他運営についての留意事項 

（その他運営についての留意事項） 

第 9条 訪問介護事業所は、訪問介護員等の質的向上を図るための研修の機会を次 

のとおり設けるものとし、また、業務体制を整備する。 

 １ 採用時研修       採用 1ケ月以内 

 ２ 継続研修        年 2回以上 

2 すべての介護従事者（介護福祉士、介護保険法第 8 条第 2 項で定める者等の資格

を有する者その他それに類する者を除く）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修

を受講させるために必要な措置を講じるものとする 

3 従業者は業務上知りえた利用者またはその家族の秘密を保持する。 

4 従業者であった者に、業務上知りえた利用者またはその家族の秘密を保持させる

ため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を従業者

との雇用契約の内容とする。 

5 事業所は、よりよいサービス提供のため、サービス提供者会議等において、個人情

報の提供を必要とする場合は、予め文書により了解を得るものとする。 

6 この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は社会福祉法人九十九里ホ

ームと管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

（苦情処理） 

第 10 条 提供した訪問介護に対する利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応する

ため、相談窓口の設置など、必要な措置を講じる。 

 

（事故発生時の対応） 

第 11条 利用者に対する指定訪問介護の提供により事故が発生した場合には、速や 

かに市町村、利用者の家族等に連絡するとともに、必要な措置を講じる。 

 

（衛生管理等） 

第 12条 設備等の衛生管理に努め、または、衛生上必要な措置を講じると共に、医薬

品、医療用具の管理を適切に行う。 

２ 感染症の発生又は食中毒については、まん延しないように必要な措置を講じる。 

（１） 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会

をおおむね 3月に回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知



徹底する。 

（２） 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

（３） 従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のために研修及

び感染症のみ訓練を定期的に実施する。 

（４） 前各号に掲げるもののほか、「厚生労働省が定める感染症又は食中毒の発生

が疑われる際の対処等に関する手順」に沿った対応を行う。 

 

（身体拘束等を行う際の手続き） 

第 13 条 「緊急やむを得ない場合」の対応とは、「一時的に発生する突発事態」のみ

に限定される。 

 1 「緊急やむを得ない場合」に該当するかどうかの判断は、全体としての判断が行わ

れるように、「身体拘束廃止委員会」において事前に手続きを定め、具体的な事

例についても関係者が幅広く参加したカンファレンスで判断する態勢を原則とす

る。 

 2 利用者本人や家族に対して、身体拘束の内容、目的、理由、拘束の時間、時間

帯、期間等を出来る限り詳細に説明し、十分な理解を得るように努める。その際に

は、管理者、その他現場の責任者から説明を行う等、説明手続きや説明者につ

いて事前に明文化しておく。 

   仮に、事前に身体拘束について全体としての考え方を利用者や家族に説明して

ある場合であっても、実際に身体拘束を行う時点で、必ず個別に説明を行う。 

 3 緊急やむを得ず身体拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を記録しなければならない。 

 4 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発

生の防止のため指針を整備する。 

 5 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事

実が報告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する態勢を整備す

る。 

 6 事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行う。 

 7 措置を適切に実施するための担当者の設置。 

 

(ハラスメント) 

第 14 条 当事業所の職員に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活

動を行うことはできません。 

  当施設の職員に対して行う暴言・暴力・嫌がらせ、誹謗中傷などの迷惑行為。 

  パワーハラスメント、セクシャルハラスメントなどの行為。 

 サービス利用中に職員の写真や動画撮影、録音等を無断でとる行為またそれ 



SNS等に掲載すること。 

  ハラスメントなどの行為により健全な信頼関係を築くことが出来ないと判断した場合

は、サービスの中止や契約を解除することもあります。 

 

第 8章 非常災害対策 

（業務継続計画） 

第 15 条 感染症や非常災害の発生において、指定介護福祉施設サービスの提供を

継続的に実施するため非常時の対策で早期の業務再開を図るための事業継続計画

を策定し、当該事業継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。 

 ２ 従業者に対し、周知徹底を図るとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施す

るものとする。 

 ３ 定期的に事業継続計画の見直しを行い、必要に応じて事業継続計画を行うもの

とする。 

（非常災害対策） 

第 16 条 震災、風水害、火災その他の非常災害に備えるため、消火設備その他の非

常開催に際して必要な設備を設けるとともに、周辺の地域の環境及び入所者の特性

を踏まえ、入所者の安全確保のための体制及び避難の方法等を定めた具体的な計画

を策定する。 

２ 前項の計画に基づき、非常災害時の関係への通報及び関係機関との連携並び

に入所者の円滑な避難誘導に必要な体制を整備し、これらを定期的に職員、入所者

に周知する。 

３ 非常災害に備えるため、避難訓練、救出訓練その他の必要な訓練を年 3回以上

実施する。 

4  第 1項の計画を定期的に検証し、必要に応じて見直しを行う。 

 

第 9章 虐待防止に向けた体制等 

第 17 条 利用者の人権擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を

講ずるものとする。 

（1） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その

結果について従業者の周知徹底を図る。 

（2） 虐待防止のための指針の整備 

（3） 虐待を防止するための定期的な研修の実施 

（4） 前各号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

  2 サービス提供中に、当該施設従業者又は養護者の家族等高齢者を現に擁護す

る者）による虐待を受けたと思われる入所者を発見した場合は速やかに、これ

を市町村に通報するものとする。 



 

附則 

この規程は、平成１２年 ４月 １日より施行する。 

この規程は、平成１４年 ４月 １日より施行する。 

この規程は、平成１５年 ５月 １日より施行する。 

この規程は、平成１６年１０月 １日より施行する。 

この規程は、平成１７年 ４月 １日より施行する。 

この規程は、平成１８年 ２月 １日より施行する。 

この規程は、平成１８年 ４月 １日より施行する。 

この規程は、平成 21年 ４月 １日より施行する。 

  この規程は、平成２８年 ４月１２日より施行する。 

この規程は、平成２９年 ９月 １日より施行する。 

この規程は、平成３０年 ４月 １日より施行する。 

この規程は、令和２年 ４月 １日より施行する。                      

この規程は、令和 4年 11月 １日より施行する。 

この規程は、令和 6年 4月 １日より施行する。 

 

 


